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現状評価・分析

ROEの向上、株価上昇に伴い、PBRは改善

「Vision 2030」（R.V.）の取組強化を通じ、採算性・資本収益性の向上を目指す

PBR改善
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資本の
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政策保有株式
の縮減

株主還元の
充実

×

PBR

ROE
（連結）

当期純利益
（連結）

コアOHR

自己資本比率
（連結）

政策保有株式
対純資産比率（連結）

配当性向（連結）

PER

2025年度
「Vision 2030」（R.V.）

財務目標等

資本収益性関連指標の推移

1倍超

10％

900億円

35％以下

10％程度
（10.0％～10.5％）

継続的に縮減

40％以上
（2028年3月末）

10倍超
（理論値）

0.98倍

8.53％

540億円

40.20％

10.58％

35.7％

12.61倍

8.5％

（参考）
「Vision 2030」

見直し前の財務目標等

1倍超

450億円

40％以下

10％程度
（10.0％～10.5％）

35％以上

14.3倍以上
（理論値）

継続的に縮減
（10％未満）

7％以上
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3.42%
4.33%

4.92%
5.38%

6.68%

8.53%
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

50

収益性の向上

「Vision 2030」の各種施策の浸透等により当期純利益は増加、ROEは上昇

収益力の更なる強化、資本収益性を意識した経営を実践

当期純利益（連結）・ROE（連結）の推移

当期純利益（連結）
（期初業績予想）

当期純利益（連結）
（実績）

615

700

900

2026年度
予想

2027年度
シミュレーション

ROE（連結）

2030年度
なりたい姿

株
主
資
本
コ
ス
ト
を
上
回
る
Ｒ
Ｏ
Ｅ
の
実
現

10％以上

マイナス金利政策下

「Vision 2030」
～未来を切り拓くリーディングカンパニー～

「Vision 2030」（R.V.）
～地域を豊かにするリーディングカンパニー～

金利のある世界

※．政策金利の前提条件…2026年10月～：1.00％、2028年4月～：1.25％

（単位：億円）

その先へ

2035年度
将来
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（参考）金融政策変更等に伴う円貨資金利益のシミュレーション

運用勘定
10.1兆円

調達勘定
10.1兆円

うち債券1.7兆円

日銀預け金
0.5兆円

貸出金
6.5兆円

日銀借入金
0.5兆円

（参考）円貨運用・調達の構成割合（2026年3月末）

預金
9兆円

有価証券
2.9兆円

円貨貸出金

構成割合

短プラ連動

30％

市場性変動

21％

全期間固定

11%

円貨預金

構成割合

流動性

78％

定期性

22％

2026年度
予想

2027年度
シミュレーション

貸出金 有価証券（投信解約益除く） 日銀預け金 預金

短期プライムレート：2.875％

TIBOR3ヵ月：1.25％

日本10年国債：2.30％

普通預金:0.400％

定期預金5年：0.775％

＋106億円

+224億円

2026年度下半期以降
1.00%

政策金利シナリオ

短期プライムレート：2.625％

TIBOR3ヵ月：1.10％

日本10年国債：2.20％

普通預金:0.300％

定期預金5年：0.575％

2026年度上半期

0.75％

金利の前提条件

増益効果
（累計）

その他
0.2兆円

その他
0.6兆円

❐ 2025年度対比の円貨資金利益に対する利回要因の増益効果（残高要因を除く）

金融政策変更等に伴う増益効果（2025年度対比）

51

市場性固定

21％

固定特約

17%
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計画期間中の
運用レンジ

52

健全性の維持

収益状況等を踏まえながら、適切な経営資源の配分等により資本コントロールを実施

自己資本比率の見通し

東日本大震災の影響（自己資本比率が約1.6％低下）を踏まえ、

非常時に地域を支えるためには相応の自己資本比率を確保しておく必要があり、

2030年度の目標を10％程度 （10.0％～10.5％）として設定。

2030年度
なりたい姿

当期純利益

＋7％程度

リスクアセット
▲3%程度

自己資本比率

バーゼルⅢ最終化

完全実施後

10.09％

成長投資等

自己資本比率
10％程度

（10.0～10.5％）

株主還元

（参考）計画期間中の運用レンジ

2025年度

リスクアセット等活用

インオーガニック投資

AX・DX投資

人材開発投資

株主還元

経営資源の配分

【株主還元】

株主還元方針を

踏まえた維持・

コントロール

【株主還元】

抑制的

【リスクアセット】

レンジ範囲内での

コントロール

【リスクアセット】

抑制的運用

【株主還元】

積極的

【リスクアセット】

積極的活用

10.5％

9.5％
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リスクアセットへの対応

0.97% 1.01% 1.11%

2025年度 2026年度
予想

2027年度
シミュレーション

※1．ボトムラインRORA（連結）＝当期純利益（連結）÷リスクアセット（連結）
※2．バーゼルⅢ最終化完全実施ベースの数値を記載

30,751 33,177 35,242 

2026年3月末 2027年3月末
予想

2028年3月末
シミュレーション

10,421 
13,114 14,412 

2026年3月末 2027年3月末
予想

2028年3月末
シミュレーション

（参考）リスクアセット（有価証券）の推移

（参考）リスクアセット（円貨事業性貸出金）の推移

ボトムラインRORA（連結）の見通し

※．2027年3月末に適用される株式のリスクウエイト：220％

（2027年度まで250％に段階的に引上げ）

❐ 2026年度予想

リスクアセット（単体）の見通し

❐ 2027年度シミュレーション

貸出金
＋2,625億円

有価証券
＋2,693億円

その他
＋431億円

2026年3月末 2027年3月末
予想

52,802

58,551

事業性貸出金の増加、バーゼルⅢ最終化完全実施の影響によりリスクアセットは増加見込み

調達コストを意識したプライシングの強化によりRORAの向上に取組む

2027年3月末
予想

2028年3月末
シミュレーション

58,551

62,543

（単位：億円）

貸出金
＋2,332億円

有価証券
＋1,298億円

その他
＋362億円
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192
173 159

143 134

27

27
26

26 51

219
200

185
169

185

167
162

156
145

139

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

13.2%

11.3%
10.4%

9.4%
8.5%

54

政策保有株式の縮減

対連結純資産比率
（時価ベース）

銘柄数

（単位：先、億円）

政策保有株式
（簿価ベース）

政策保有株式

安定的な配当金受領と値上がり益の獲得および

有価証券ポートフォリオにおける分散効果等を目的に保有

❐ 議決権行使の実施状況

所

管

部

署

を

区

分

10％

政策保有株式の推移 政策保有株式・純投資株式への対応

❐ 政策保有株式・純投資株式への取組スタンス

政策保有株式対連結純資産比率は10％未満を維持しつつ、縮減を継続

保有目的ごとに議決権行使基準をそれぞれ定め、投資先企業の議案ごと賛否判断を実施

― 政策保有株式、純投資株式のそれぞれの保有目的に応じた

議決権行使基準を定め、議決権行使を実施

― 約2,700の会社提案のうち、ROE等の業績基準等に抵触した

ことなどを理由に17の議案に対して反対意見を表明

所管部署

コンサルティング営業部

純投資株式
所管部署

資金証券部

対連結純資産比率10％未満を維持しつつ、

前年度実績を下回るよう、縮減を継続

非上場

上場
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16.6 22.5 30 40.8
58.3

86.6

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
予定

2026年度
予想

2027年度
目標

22.4% 22.4%

26.5%
30.4%

33.0%
35.7%

37.7%

55

株主還元の充実

銀行業としての公共的性格と経営の健全性維持等を考慮し、財務基盤の強化を前提として、累進的配当により、

親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向を2027年度までに40％以上に引き上げるとともに、

機動的な自己株式取得により、株主利益と資本収益性の向上を目指していく。

1株当たり
年間配当金

配当性向
（連結）

配当金総額 37億円 50億円 67億円 92億円 131億円 195億円 233億円 ―

当期純利益
（連結）

165億円 222億円 251億円 298億円 393億円 540億円 615億円 700億円

（単位：円）

2020年度比
＋6.3倍

2020年度比
＋3.7倍

104

期末
52

中間
52

株主還元方針の見直し

配当性向を2027年度までに40％以上とする新たな株主還元方針に見直し

株主還元方針に基づく適切な株主還元を実施

※．2026年4月1日付で実施した株式分割（3分割）を踏まえ、過去に遡り調整した金額を記載。小数点第2位を切り捨て。

※

40％以上
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